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平成２９年度 大学等における産学連携等実施状況について 

 

 

１ 調査内容 

（１） 調査時点：平成３０年３月３１日現在 

（２） 調査対象：国公私立大学（短期大学を含む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用 

     機関（計１，０６１機関） 

（３） 調査項目：民間企業等との共同研究、受託研究、治験の実績、知的財産の活用等 

 

２ 調査結果の主な概要 

（１） 民間企業からの研究資金等受入額 

 ○「未来投資戦略２０１８」（平成３０年６月閣議決定）において、平成２６年 

 （２０１４年）比で平成３７年（２０２５年）までに企業から大学等への投資を３倍増

とすることが政府目標とされているが、平成２９年度における民間企業からの研究資金

等受入額（共同研究・受託研究・治験等・知的財産権等収入額）は、約９６０億円と、

前年度と比べて約１１２億円増加（１３．３％増）した。本調査開始後（平成１５年度

以後）、初めて９００億円を超えた。 

 ○このうち、共同研究については、約６０８億円と前年度と比べて約８３億円増加 

 （１５．７％増）し、研究資金等受入額全体の約６３．４％を占め、全体の伸びを牽引

している。中でも、大型の共同研究（１件当たり１，０００万円以上）に係る受入額が

約２８８億円と、前年度と比べて約５６億円増加（２４．３％増）し、共同研究全体の

半数近くを占めている（約４７．３％）。

 

文部科学省では、産学連携等の実施状況について広く把握し、今後の施策の企画・立

案に反映させることを目的として、全国の大学等を対象に産学連携等の実施状況を毎年

度調査しています。 

このたび、平成２９年度における実施状況を取りまとめましたので、公表します。 



 

（２）民間企業との共同研究 

○民間企業との共同研究において、「研究費受入額」は約６０８億円と、前年度と比べて 

約８３億円増加（１５．７％増）し、本調査開始後初めて６００億円を超えた。また「研

究実施件数」は２５，４５１件となり、前年度と比べて２，４３０件増加（１０．６％

増）した。受入額・実施件数ともに近年増加傾向にある。 

 

（３）民間企業からの受託研究 

○民間企業からの受託研究において、「研究費受入額」は約１２６億円と、前年度と比べて

約１０億円増加（９．１％増）した。また「研究実施件数」は７，５９８件となり、前

年度と比べて２７９件増加（３．８％増）した。受入額・実施件数ともに近年増加傾向

にある。 

 

（４）知的財産 

○特許権などの知的財産権等による収入額は約４２．９億円と、前年度と比べて約７．４

億円増加（２０．７％増）した。 

○このうち、特許権におけるランニングロイヤリティの収入額は約９．７億円と、前年度

と比べて約０．７億円増加（７．４％増）となり、近年増加傾向にある。 

 
（５）産学官連携による共同研究強化のためのガイドラインに係る取組状況 

平成２８年１１月３０日付けで作成された「産学官連携による共同研究強化のための

ガイドライン」に記載されている内容の取組状況を調査した。 

○産学官連携本部等を設置している機関は２９０機関であり、このうち、専門的な資格を

有する者を配置している機関は１２５機関であった。 

○共同研究について、産学官連携本部等が組織的に関与した件数は８，４２５件であり、

共同研究実施件数全体の約２８．２％であった。このうち、産学官連携本部等の組織が

教員・研究者と民間企業等とのマッチングを行い、かつ、契約締結に至った件数は 

 ２，４８４件であり、産学官連携本部等の組織が関与した件数の約２９．５％であった。 

○大学等と民間企業等との間で、大学の役員等が定期的に意見交換を行っている企業数は

９２９社であった。このうち、大学の役員等が定期的に意見交換を行い、共同研究の実

績がある企業数は３３５社であり、大学の役員等が定期的に意見交換を行っている企業

数の約３６．１％であった。 
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